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国東市地域包括支援センターの設置体制
（あり方）について

令和8年度 国東市地域包括支援センター運営協議会 別紙資料



（1）全国、県内市町村の設置状況

年度
（4月末現在）

設置数 直営 委託

委託先 備考

社会福祉
法人

社会福祉
協議会

医療法人等 その他 ブランチ
サブ

センター

R3年度 5,270
1,080 4,190 2,262 755 751 423

1,688 347
20.5% 79.5% 54.0% 18.0% 17.9% 10.1%

R4年度 5,314
1,060 4,254 2,286 767 766 753

1,647 358
19.9% 80.1% 53.7% 18.0% 18.0% 17.7%

R5年度 5,336
1,051 4,285 2,313 761 771 440

1,628 338
19.7% 80.3% 54.0% 17.8% 18.0% 10.3%

R6年度 5,348
1,045 4,303 2,319 760 770 454

1,610 301
19.5% 80.5% 53.9% 17.7% 17.9% 10.6%

R7年度 5,362
1,020 4,342 2,356 747 779 460

1,567 320
19.0% 81.0% 54.3% 17.2% 17.9% 10.6%

【現状】
・地域包括支援センターは、R7年度4月現在で全国に5,362カ所。設置数は年々少しずつ増えている。
・地域包括支援センターの運営形態は、市町村の直営が2割、委託型が8割。委託型が増加傾向。
・委託先は、社会福祉協議会のみ減少し、他の法人等が増加している。
・ブランチ（相談窓口機能）、サブセンター（支所機能）は減少している。

【考察】
センターの設置数は増えつつあるが、直営及びブランチ（※1）、サブセンター（※2）は減少している。結

果、法人が経営する居宅支援事業所等（介護相談、ケアプラン業務）へ委託する傾向がある。

※1 ブランチ
・地域包括支援センターの相談窓口として設置される。主に高齢者や家族からの相談を受け、本センターにつなぐ役割。
・総合相談や見守りなどを行うが、包括支援センターとしての三職種配置は必須ではない。
・法令上の地域包括支援センターではなく、市町村が柔軟に設置できる。
※2 サブセンター
・本センターの機能を分担する地域包括支援センターの分室・支所。本センターと一体的に運営され、担当区域を持つことが多い。
・必要な専門職（保健師・社会福祉士・主任介護支援専門員など）を配置し、本センターと同様の業務を担う場合が多い。
・設置形態や役割は自治体によって異なる。
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【現状と課題】
・直営の課題は、専門職の確保が難しい。人事異動による専門的な継続的支援が困難。
・社会福祉協議会は、専門職等の介護人材不足の影響等により年々、通所サービス事業を縮小して
おり（3事業所→1事業所）、センターの委託を受け入れる体制に課題点がある。（全国的にも同
様な傾向あり）

・市内の居宅支援事業所（以下「ケアマネ事業所」という。）の課題は、介護支援専門員の人材不
足。ケアマネジメントやシャドウワーク等の業務負担が増大しているため、介護予防ケアプラン
業務の委託を受け入れてくれないケースもある。

・「指定介護予防支援事業所」の指定申請を行ったケアマネ事業所は、介護予防ケアマネジメント
業務を直接担うことができる。しかし現在は、市内１事業所しか届出申請していない。

【国の施策・方向性】
・国は、『センターの体制整備について、令和6年4月1日に「人員配置の緩和」や、「総合相談支
援業務の一部をケアマネ事業所等に委託」することを可能とする。その際、委託を受けたケアマ
ネ事業所等は、市町村等が示す方針に従って業務を実施することができる。』と示している。

【考察】
・全国的にも、地域包括支援センターの重要性や期待感は高く、設置数は増えている。
・全国的に、行政主体の「直営」「ブランチ」「サブセンター」の配置から、法人等の事業所へ委
託する傾向が多い。

・一番負担感が高い業務は「総合相談支援業務」しかし職員は重要な業務と感じている。
・「介護予防ケアマネジメント業務」におけるケアプラン数は微増傾向。職員は負担感のみ感じて
いる。

・２つの業務は市内の介護サービス事業所（福祉・医療法人等）へ、一部委託することができる。



【対応案】
案１：市内のケアマネ事業所へ「指定介護予防支援事業者」の指定申請の協力を促す。
→現在、委託プランを担っている5事業所へ、指定申請できないか意向確認を行う。

メリット：① 利用者への継続した支援ができる。
② 介護予防から介護サービスまで一貫した視点で支援ができる。
③ 自立支援・重度化防止を意識した支援が実践できる。
④ 介護予防支援費を算定できるため事業所の業務の幅が広がる。
⑤ 包括支援センターの負担軽減
・介護予防ケアプランを分担できる
・困難事例や、権利擁護、認知症総合事業、地域づくりの事業へ専念できる

（参考：指定された事業所が作成する介護予防ケアプラン料は、1件当たりの300円高い）

案２：本庁から離れた圏域（国見・武蔵・安岐）にあるケアマネ事業所へ一部委託を検討して貰う。
→サブセンター機能として一部委託（総合相談、介護予防ケアマネジメント業務）
→ブランチ機能として一部委託（総合相談）

メリット：① 単に業務を外部に任せることでなく、センターの機能を強化することができる
② 地域に身近な相談窓口を増やすことができる（移動手段の軽減）
③ 早期発見・早期対応につながる
④ 専門職確保につながる（法人等がもつ人材の活用と配置ができる）
⑤ 国の制度改正にて人員基準が緩和し、委託した事業所の専門職が兼務が可能

（※参考：委託費は地域支援事業交付金にて支給できる）

【まとめ】
国東市は少子高齢化、人口減少の課題の他に半島特有の地形から多くの谷筋に住宅地が分断され

広域的であるため地域的な課題も多い。
本センターが包括的に全体をマネジメントし、サブセンターやブランチを地域に密着したケアマ

ネ事業所に一部委託することで相談支援等を担う体制が有効になると考える。
この体制が整えば、市民に身近な相談体制を維持しながら本センターが地域全体をマネジメント

する「機能分担型」の運営が実現し、「地域包括ケアシステム」の推進や「重層的支援体制整備」
の取り組みにつながることができる。


